
[bookmark: _GoBack]
様式１
　年　　月　　日
　
阪  南  市  長   様

質　疑　書

阪南市自立相談支援等業務委託プロポーザル実施要領等について、次のとおり質問をします。

（代表者）所 　在 　地

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　

（連絡先）担当者氏名
電話番号
FAX番号
E-mailアドレス

	No
	該当資料名
	頁
	質問事項

	1
	
	
	

	2
	
	
	

	3
	
	
	


※質疑書は、令和７年１０月９日（木）午後５時までに電子メールで送信してください。
（E-mail：seikatsu@city.hannan.lg.jp）
※質疑書を送付後、必ず電話により、ＦＡＸ又はメール到着の確認をしてください。

様式２
　　年　　月　　日


阪  南  市  長   様

所　 在　 地　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　（実印）　


参加申込書

阪南市自立相談支援等業務委託に係るプロポーザル方式業者選定に参加しますので、関係書類を添えて申込みます。
[bookmark: _Hlk26263812]なお、手続にあたっては、阪南市自立相談支援等業務委託プロポーザル実施要領、仕様書及び資格要件等を全て確認し、提出する書類の記載内容等については、全て事実と相違ないことを誓約します。虚偽の記載があった場合、提案参加資格を取り消されても異議申立ていたしません。

（連絡先・担当者）
	住所
	〒

	所属部署
	


	担当者職・氏名
	


	電話番号
	


	FAX番号
	


	メールアドレス
	




様式３
年　　月　　日

阪  南  市  長   様

所　 在　 地

商号又は名称
　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞　


業務実績表
	阪南市自立相談支援等関連業務実績

	
	契約先
	業務名称
	業務概要
	契約期間

	1
	

	
	
	

	2
	
	
	
	

	3
	
	
	
	

	4
	
	
	
	

	5
	
	
	
	

	6
	

	
	
	

	7
	

	
	
	

	8
	

	
	
	

	9
	

	
	
	

	10
	

	
	
	


※最大１０件まで記入してください。
国や自治体との契約実績があれば、優先して記入してください。

様式４
年　　月　　日

　
阪  南  市  長   様

所　 在　 地
商号又は名称　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

業務体制表
	

	総括責任者
	氏名
	
	所属
	

	
	担当業務内容
	

	
	経験年数
	通算：　　　　　年　　　　

	
	関連業務経験年数
	　　　　　　　　年

	
	保有資格等
	

	
	関連業務実績（契約先、名称等）
	

	業務担当者１
	氏名
	
	所属
	

	
	担当業務内容
	

	
	経験年数
	通算：　　　　　年　　　　

	
	関連業務経験年数
	　　　　　　　　年

	
	保有資格等
	

	
	関連業務実績（契約先、名称等）
	

	業務担当者２
	氏名
	
	所属
	

	
	担当業務内容
	

	
	経験年数
	通算：　　　　　年　　　　

	
	関連業務経験年数
	　　　　　　　　年

	
	保有資格等
	

	
	関連業務実績（契約先、名称等）
	



· 業務担当者について２件を超える場合は、適宜行数を追加して作成すること。
[bookmark: _Hlk26263286]
様式５

　　年　　月　　日

阪  南  市  長   様


所 　在　 地
商号又は名称　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞


阪南市入札参加資格審査申請済確認書

当社は、下記のとおり、阪南市入札参加資格審査申請を行っています。



　　〇〇・〇〇年度　　

　　　　申請区分　□建設工事、□測量・建設コンサルタント、□物品・役務

□市内（Ａ・Ｂ）、□市外　　受付番号　　　　　　　　


様式６

使　用　印　鑑　届
																					
																					　　　　　使用印
																					
																																							
　　阪南市自立相談支援等業務委託に係るプロポーザル方式業者選定の提出書類、契約締結及び代金の請求等のため、上記の印鑑を使用したいので、届け出ます。																						
年　　月　　日
																					阪　南　市　長　　様																
																								所　 在 　地	　																		商号又は名称																		　　　 代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　（実印）													

様式７
年	月	日
　　　　　　　　　　委　任　状																						
										
阪  南  市  長    様																														（申請者・委任者）									所　 在　 地	
			
			商号又は名称
		
			代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　（実印）																						私は、下記の者を代理人と定め、下記により権限を委任します。																																　　	　（受任者）							
			所　 在　 地　																
			商号又は名称														
			受任者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　　　　　　　　													電話番号																								
		　（委任事項）								　　　　　　（１）阪南市自立相談支援等業務委託に係るプロポーザル方式業者
選定の書類及びその提出に関すること。
		　　（２）代金の請求及び領収に関すること。	
		　　（３）その他、契約に関すること。												


様式８
誓 約 書

　私は、阪南市が阪南市暴力団排除条例に基づき、公共工事その他の市の事務事業により暴力団を利することとならないように、暴力団員及び暴力団密接関係者を入札、契約から排除していることを承知した上で、下記事項について誓約します。	

１　私は、阪南市の公共工事等を受注するに際して、阪南市暴力団排除条例施行規則第３条各号に掲げる者のいずれにも該当しません。

２　私は、阪南市暴力団排除条例施行規則第３条各号に掲げる者の該当の有無を確認するため、阪南市から役員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出します。

３　私は、本誓約書及び役員名簿等が阪南市から大阪府泉南警察署又は大阪府警察本部に提供されることに同意します。

４　私が本誓約書１に該当する事業者であると阪南市が大阪府泉南警察署又は大阪府警察本部から通報を受け、又は阪南市の調査により判明した場合は、阪南市が阪南市暴力団排除条例及び阪南市公共工事等暴力団排除措置要綱に基づき、阪南市ホームページ等において、その旨を公表することに同意します。

５　私が阪南市暴力団排除条例第７条に規定する下請負人等を使用する場合は、これら下請負人等（ただし、契約金額５００万円未満のものは除く。）から誓約書を徴し、当該誓約書を阪南市に提出します。

６　私の使用する下請負人等が、本誓約書１に該当する事業者であると阪南市が大阪府泉南警察署又は大阪府警察本部から通報を受け、又は阪南市の調査により判明し、阪南市から下請契約等の解除又は２次以降の下請負にかかる契約等の解除の指導を受けた場合は、当該指導に従います。

阪 南 市 長　　様

　　年　　月　　日

所　　 在 　　地

事業者名（フリガナ）

代 表 者（フリガナ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（実印）
　　　　　　　　　　　　　　　               
代表者の生年月日　　　　   　年　　月　　日

様式９

　　年　　月　　日

阪  南  市  長   様


所 　在 　地
商号又は名称　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞




誓 約 書

当社（私）は、公示日から本日まで、国又は本市以外の自治体において、阪南市入札参加停止要綱（平成１３年阪南市訓令第１２号）に規定する入札参加停止措置と同等の措置（以下「入札参加停止措置」という。）を受けていません。また、本日以降契約締結までに入札参加停止措置を受けた場合は、提案参加資格を取り消されても異議申立ていたしません。





様式１０
　　年　　月　　日

阪  南  市  長　 様
　
所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　㊞


提　案　書

　阪南市自立相談支援等業務委託プロポーザル実施要領に基づき、次のとおり提案書を提出します。なお、提出書類の全ての記載事項に相違ないことを誓約します。
【提出書類】
□　阪南市自立相談支援等業務委託事業計画書（様式１１）
□　業務工程表（任意様式）
□　見積書（様式１２）

（連絡先）
	所属部署
	


	役職・氏名
	


	住　　所
	〒


	電話番号
	


	FAX番号
	


	メールアドレス
	












様式１１
阪南市自立相談支援等業務委託事業計画書

以下の内容についての考え・意見等を具体的にご記入ください。





１.実施方針及び実施計画の内容の具体性、実効性について
1-1.生活困窮者等の自立支援に対し、現状と課題をどのように認識しているのか。


　
1-2.本市の特性及び福祉ニーズをどのように認識しているか。また、生活困窮者等へどのような支援が必要と考えるか。



２. 生活困窮者自立相談支援事業の実施について
2-1.生活困窮者等の把握（アウトリーチ）をどのように行うのか。




　2-2.相談者への受付対応や助言指導、関係機関との連携等をどのように行うか。




　2-3.相談者の複合的な課題をどのように把握（アセスメント）し、どのような支援計画
（プランニング）を作成するか。




　2-4.重層的支援体制整備事業に基づく包括的な相談支援をどのように行うのか。




３.関係機関との連携、社会資源の開発について
　3-1.社会資源の開発など、地域のネットワークづくりをどのように行うのか。



４.住居確保給付金について
　4-1.住居確保給付金についてどのように業務を行うのか。



５.就労支援・家計改善支援事業について
　5-1.三事業一体的実施（自立相談支援事業、就労準備支援事業、家計改善支援事業）により、どのように連携し生活困窮者自立支援を行うのか。




６.シェルター事業について
　6-1.シェルター事業利用に関する説明及び宿泊施設の確保方法等についてどのように行うのか。



７.個人情報保護体制、情報セキュリティ対策について
7-1.個人情報の管理体制及び情報セキュリティに関する組織的な取組をどのように行う
のか。　

８．人材確保、専門性の向上、人材育成計画について
8-1.専門職の安定確保策、専門性の向上及び接遇面を含む人材育成計画をどのように行うのか。



９.独自の効果的相談支援について
　9-1.独自の資源や能力を生かした相談支援策等があれば、ご記入ください。





